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タバコ産業による干渉 世界共通パターン  

Based on Stella Bialous, 2015 



第1に、タバコ産業はタバコ規制を骨抜き
にするために、様々な宣伝を駆使する 

• タバコ広告で以下を約束します 
• 健康 
• 見た目のよさ、人気、痩せる 
• 男らしい筋肉質 
• 解放 
• 大人らしさ  
• かっこいい 

– 約束とは全く反対に子どもたち
を縛り付けるように仕向けている 
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 1. 政策決定をねじまげる 

Based on Stella Bialous, 2015 



例：政治献金 
大手タバコ会社からの献
金  1990年～2010年 

赤は共和党 

青は民主党 

クリントンvsブッシュ   クリントンvsドール ブッシュvsゴア  ブッシュｖｓケリー  オバマvsマケイン 



2014年、ブルッセルでのEUロビイスト数 

• タバコならびに関連企業: 80名  

• 健康関連活動: 5名 

 

  (フルタイムに換算) 



タバコ産業: 政治汚職 

• アフリカ全土: 「たばこ大手から秘密のわい
ろ」BBC放送、2015年 

 

 



タバコ産業と日本 

• タバコ産業が中曽根首相に賄賂を提供する計画が
あった。実行されたなら、米国の連邦海外腐敗行為
防止法で禁固5年の刑が科せられたはず。 
 

• Mark Levin （マーク・レビン教授） 
William S. Richardson School of Law 

  （ウイリアムS.リチャードソン法科大学） 
 

http://papers.ssrn.com/sol3/cf_dev/AbsByAuth.cfm?per_id=624452


タバコ産業は偽の自由論争をしかける 

• 喫煙は「自由」である 

• 企業は宣伝し、スポンサーとなり、促
進し、ロゴを活用する自由がある 

• タバコ規制は個人の自由を奪うもの
である 

• 政府は「乳母」のような行動をとるべ
きではない 

http://www.google.com/url?sa=i&rct=j&q=&esrc=s&source=images&cd=&cad=rja&uact=8&ved=0CAcQjRxqFQoTCNuGopTI8cgCFSbmpgodPWgJ2A&url=http://www.city-data.com/forum/new-york-city/2227414-early-version-red-stop-sign-new.html&psig=AFQjCNHiLJjeixh-PJbCs-hIJPRWvwsAIA&ust=1446547624825098


自由論争への反論 

– 政府の責任として：もし、がんの原因となる
化学物質を使用している工場があれば、多
くの人々は、政府の責任として従業員の健
康を守るために、工場主にその化学物質を
取り除くか、工場を閉鎖するように介入すべ
きだと考えるはず。タバコもそれと同様であ
る・・・ 
 

– 有名なビクトリア朝の自由主義者である、
ジョン・スチュワート・ミルでさえも、「誰も 

  他人を傷つける権利はない」と言っている。 
 

  



我々は、自身の健康や公共性に関して 

自由の制限を受け入れている 

法規制されていなくても… 



反論 •  多くの国々は 

International Covenant on Civil and Political 
Rights (ICCPR) （市民的及び政治的権利に関する
国際規約）に従っているが、国際的な全面的自由に
は、例外の条項がある。 

Article 12 3. 上記の権利に関しては、何の制限
されるものではないが、例外として、法にあるよう
に、国の安全、公共秩序、公衆衛生、道徳、他人
の権利や自由があげられ、本契約で承認された
他の権利と一致している。 

* 1979年、日本も批准した 

 

• 多くの他の国際条例も健康に関する条項がある（人権、
女性、子どもなど）。 
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 2. 誤った経済学 

Based on Stella Bialous, 2015 



経済的利益: アフリカ 



しかし、タバコ農業は経済的
利益にならない 

• タバコは現金収益をあげる作物ではない  

• タバコ生産は、環境、健康、社会に深刻な悪影響をも
たらす集約的労働である。しかも、食用農産物からの
転作により食料不足をもたらす。 

• マラウイは富裕になっているか? 

• 政府のタバコ規制政策の中心として、継続的な代替案
を発展させる 

• 実行可能な農業代替案は存在する 



タバコ畑の転作  

中国雲南省玉渓プロジェクト 

458 農家の年収が 

増えた 

4年間で、 

1エーカーあたり、 

21% ～ 110%増 
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 3. CSR（企業の社会貢献） 

Based on Stella Bialous, 2015 



www.TobaccoAtlas.org 

タバコ産業: イメージ操作 

インペリアルタバコ産業 

「大手タバコ産業による、社会貢献の代表であるとする
最近の試みはイメージ操作であるとして、広く却下されて
いる」 
 

ギャリ―・フックス et al., University of Bath, UK, 2011 



www.TobaccoAtlas.org 

中国: タバコ産業の学校 
中国国立タバコ産業は少なくとも69の小学校のスポンサーとなっ
ていて、何千という学生が日々、タバコの宣伝や名称、メッセージ
にさらされている 

 

学校の看板に、「天才は一生懸命勉強することから生まれる。タ
バコはあなたの成功を支援します」とある  



タバコ産業の「防煙プログラム」 
良いイメージを買う「我々は若者が喫煙するのを望んでいない」 
喫煙のリスクやタバコ産業については何も言わない 
両親に禁煙を説得するようには言わない 
タバコの販売促進規制は防煙の役に立たないと主張 
若者の喫煙を減らす効果がないようにデザインされている 
 日本: JTは未成年喫煙防止協会を設立 



十代の喫煙予防
（大人になってから）
というプログラムは、
さらなるタバコ産業
に対する規制がで
きるのを止めるか引
き延ばす。 

US タバコ研究所 
April 1982  

Bates 03673753-03673762 
 



www.tobaccoatlas.org 

慈善団体基金 
PMの親会社アルトリアからの慈善貢献は 47億2千万円
（ 2013年） 

• 教育 

• 芸術と文化 

• 市民活動 

• 労働者プログラム 

• 環境 

• 人道支援 

• 軍事奉仕援助（赤十字） 



日本でのCSR – PMI のみで, 2014年 

種類 組織名 目的 米ドル 

女性支援 児童虐待予防センター 児童虐待ホットライン 20,203 

（202万円） 

女性支援 家庭内暴力ホットライン協
会 

家庭内暴力から逃れた人に対す
る無料電話 

25,253 

（252万円） 

女性支援 女性のシェルターネット 家庭内暴力から逃れた人に対す
る無利子のローンや支援活動 

30,306 

（303万円） 

女性支援 女性のシェルターネット 家庭内暴力に関するシンポジウ
ムを毎年開催 

10,102 

（101万円） 



インドネシアの火山噴火に対する 

支援活動 
インドネシア最大のタバコ会社Sampoerna(サンプルナ）
は、2010年にジャワ島で噴火した火山、ムラピ山（Mt. 

Merapi)の山腹への救援キャンプ設置を支援した。ス

タッフは会社のロゴ付きユニフォームを着て、会社のロ
ゴが入った支援車やトラックを運転していた。  



大学、女性グループ、商工会議所と連携して        
2016年度 

「フィリップモリス・アジア、イタリア商工会

議所の広報部長のヴィクトリア・チュウ氏

に会いましょう」 

http://icc.us4.list-manage.com/track/click?u=53ca29aa9c8cf2208abc49f56&id=d2023cea1b&e=e1a38caf73
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 4. フロントグループ  （各業界） 

Based on Stella Bialous, 2015 



タバコ産業の偽装団体 



タバコ産業が設立した団体が世界的に活動 



日本: 

“低い税金”  “非合法市場がない” 

真実ではない!!!! 

曰く 



それどころか、タバコ会社が自社製品で
密輸をしている 

• タバコ産業は継続的に利潤を得ている 

• 政府が損をしている（タバコ税の部分） 
• 密輸タバコが市場にあふれると、安いタバコが
増えて、未成年者にとって買いやすくなる 

• 密輸タバコは法的規制や法規から逃れてしま
う。例えば、健康警告、未成年への販売禁止、
販売地域規制など。 

• タバコ会社は、密輸を政府にタバコ税を上げな
いように説得する口実として利用している 

 



WHO FCTC COP6, 2014 

「つい最近、まことに厚かましいことだが、タバコ産業は、タバコ規制活
動のための核心的な討議（COP6）にぶつけて、自らの主張を声高に宣
伝し始めました。昨日、タバコ産業が理事をつとめる International 

Tax and Investment Centre (ITIC) （国際税金と投資センター）が、タ
バコ税と価格政策を論議するという口実で、FCTC締約国の代表とオブ
ザーバを招いて会合を行いましたが、ITICがタバコ産業のフロント組織
であることを隠しているのです。決してだまされてはいけません。」 

               ---Dr Margaret Chan, Director-General, WHO 

                 （マーガレット・チャン博士、WHO事務総長） 



WHO FCTC COP6, 2014 

「彼らの主張は明らかです：皆様の力を弱体化し、強固な専門家
によって提案されたタバコ税と価格の規定に関するガイドライン
を採用しようとする努力を弱体化しようとしているのです。」 
「これこそまさにタバコ産業の戦術です。かれらはただ市場が
もっと膨らめばよいと考えているのです。子どもたちを殺している
ことにはまったく気にかけていないのです。もう一度いいますが、
彼らに騙されてはいけません。」                           
                ---Dr Margaret Chan, Director-General, WHO 

         （マーガレット・チャン博士、WHO事務総長 
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 5. 科学と経済を疑わせる 

Based on Stella Bialous, 2015 



嘘つくために雇われて…  

          「ニコチンは依存性がない」 



経済的神話 

 

   

   

多くの政府がこれらの間違った経済的主張にだまされてい
るため、タバコ規制の障害となっている。 

タバコ産業の言い分 ヘルスエコノミスト
の見解 

タバコ規制を進めると、農業従事者、工場労働者、小売業者、
飲食業者などすべての業界と政府機関の雇用と利益を減らす
ことにつながる 

真実ではない 

禁煙区域を増やすと、レストランオーナーにとって減収となる 真実ではない 

TAPS（タバコ宣伝、促進、スポンサー）の禁止は広告業界に
深刻な影響をもたらす 

真実ではない 

タバコ税の値上げは貧困層を痛めつけ、密輸や不正取引が
増加する 

真実ではない 



現実: タバコの経済的コスト 

健康面でのコスト 他の経済的コスト 

医療、健康問題コスト 

高い欠勤率 

早期死亡による熟練労働者の損失 

病気のために早期引退の増加 

受動喫煙のリスク 

喫煙休憩による時間の無駄 

労働生産性の低下 

喫煙による失火 

建築構造へのダメージ 

吸殻、マッチ、箱、ライターなどの膨大な
ゴミ 

タバコ農業のコスト 



ところで… 

-経済的利潤アップ 

-労働者保護 

香港のレストラン： 

売上も税収も 

３１％アップ 



現実: 喫煙者と家族のコスト 

• 早死に 

• 健康障害 

• 治療コスト 

• 家族への受動喫煙によるコスト 

• タバコそのものを買うコスト 

   。 

 

1箱のマルボローで買える
ものがたくさんあります 
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 6. 訴訟、商取引脅威 

Based on Stella Bialous, 2015 



法的異議申し立て 

タバコ産業は: 

 

「我々はすべての必要な手段を使い続けるつもり
だ・・・そして、訴訟が必要であれば、不利益な規制提
案に対して積極的に異議申し立てをするつもりであ
る。」 

……ルイス・カミレリ、PMI CEO 2010年 

http://www.google.com.hk/url?sa=i&rct=j&q=&esrc=s&source=images&cd=&cad=rja&uact=8&ved=0CAcQjRw&url=http://www.theecologist.org/News/news_analysis/409379/how_the_legal_system_is_preventing_environmental_justice.html&ei=El1QVIzQLZP58QXsnoCwDg&psig=AFQjCNF33sg6y1QOxHYypFFqjkqy4wNKyw&ust=1414639238592887


法的異議申し立て:  

               オーストラリア 

「はっきり言って、われわれは、タバコ産業の破壊的
で不名誉な戦術としか言いようのない方法のター
ゲットにされています。あらゆる手段や機会を使い、
脅しや脅威をもって、われわれを法規制から撤退さ
せようとしているのです。 
 

 

                   

ジェーン・ホルトン、オーストラリア厚生省事務次官 

     Jane Halton, Secretary of the Department of 

                             Health and Ageing, Australia, 2011 



法的異議申し立て:  

タバコ産業は南アフリカ政府を訴えた  

2012年 

憲法裁判所は、タバコ製品規制法は憲法違反であるとして、
ブリティッシュアメリカンタバコが厚生省を訴えた件につい
て、裁判所は、喫煙の危険性が、喫煙者の利益を上回るも
のであり、WHOのFCTCを南アフリカは順守する義務があ
ると判断した。 



通商協定に基づくタバコ産業の異議申し立て 

• 政府の対抗費用:平均3～8億円 

• 最大で50億円超  

•     異議申し立てをおそれることによるタバ
コ規制対策の委縮効果： もっとも、そのような
「効果」は皆無に近いが。 



現在…ITIC 異議申し立て 

• タバココントロール誌の 

         ニュースに関して 

• SEATCA（南アジアタバコ規制協会） 

• ASH UK と SF Partnershipへの「苦情」 



LMIC（後発発展途上国）は法的異議申し立て
や貿易脅威に対処するのに経験不足 

• 多くの国はいまだに感染症や
乳幼児死亡と闘っている 

 

• タバコ厄災を広げる元凶として
のタバコ産業の新たな動向に
ついての経験に欠けている 

 



アクション: タバコ産業を止める 

 



タバコ産業からの寄付を受け取らない 

• … タバコ会社は、政治的に

有利な立場と社会的信用を
勝ち取り、タバコ会社が善意
の存在であることをアピール
するために、ますます寄付を
増やしている。 



  

タバコ産業を訴えよう 

         EU,2000年～2014 年 

 • EU対RJRナビスコ訴訟：米国がRJRナビスコを相手取り、
ゆすりや密輸行為に対する訴訟をする前に、EC（ヨーロッ
パ連合）がRJRナビスコを訴えた。 

• 裁判所は、「RJRは上層部の指示で、タバコを犯罪組織を

通して販売することを商取引計画に組み込み、秘密か
つ不法な手段によるタバコ代金の受け取りという
形で犯罪収益をうけとった」と述べた。 

  



ヘルスケアコストを支払わせよう 

• 2000年以降、いくつかのカナダの州がタバコ産業
を相手取り、タバコ関連の疾病に支出された何十
億ドルの医療費の返済を求めて訴訟を起こした。 

  タバコ会社が長年、喫煙の健康危害につい
て欺き、喫煙の危険性についての情報を抑えて
きたという陰謀を告発した。 



法的異議申し立てと闘おう 

オーストラリア 2012年～ 

• オーストラリア政府は、プレーン
パッケージ法がオーストラリアと香
港の二国間投資協定およびWTO

違反であるとしてタバコ産業が提訴
した訴訟で戦いを続けている。 



法的異議申し立てを跳ね飛ばそう 

タイ、 2013年 

• タバコ製造業者が、公衆衛生大臣に対し
て、警告表示拡大をやめるよう請願を行っ
たが、 

              ……………最終的に却下された。 



タバコ規制に対する訴訟と貿易脅威 



不当な影響を許さない 

 「われわれは、タバコ規制法をタバコ産業の商業的利益あるい
は利権勢力から保護するために、たゆまず、堂々と進むべき
である」 
                          Evita Ricafort 

（エビータ・リカフォルト、健康裁判弁護士、フィリッピン 2011年 



Article 5.3.締約国は、タバコの規制に関する公衆の健
康のための政策を策定し及び実施するに当たり、国内
法（そしてFCTC施行ガイドライン）に従い、タバコ産業
の商業上及び他の既存の利益からそのような政策を擁
護するために行動する。 

 
And Guidelines 



防火壁… 

and monopolies 



ありがとうございました。 

vitalstrategies.org 



参考資料検索 

• Google ‘tobacco industry undue influence’ 

• http://seatca.org/?p=5418 

• http://www.stopcorporateabuse.org/industry-interference 

• http://www.tobaccoportal.org/marketing-and-influence/ 

 

 


